
「好循環実現のための経済対策」進捗状況シート (文部科学省)

事業の進捗状況

主な受注企業・団体名、
補助金交付先企業・団体名

 １．東日本大震災の被災地の復旧・復興

　その他（　　　　　　）

担当部局

補助金 ○

事業の概要

基金
（新規造成/既存基金への

積み増し）

公立学校施設災害復旧費国庫負担法等に基づき、東日本大震災により被害を受けた公立学校の施設の災害復旧に要する経
費の一部を負担することにより、学校教育の円滑な実施を確保する。

直接実施

実施方法

委託・請負 ○

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/bousai/011101.htm　「公立学校施設の災害復旧制度について」

負担金 交付金

実施スキーム

平成26年9月末までに補助事業者と民間企業等との契約率100％を達成

関連する
行政事業レビュー

事業番号

事業番号 219

 大臣官房文教施設企画部

対策の柱立て（小区分）

対策の柱立て（中区分）

 （２）復興まちづくり

 Ⅲ．復興、防災・安全対策の加速対策の柱立て（大区分）

担当課  施設企画課防災推進室

対策における施策の名称  災害復旧（公共土木施設、農林水産施設、公立学校施設、介護施設等）

事業名  学校施設の災害復旧（東日本大震災） 新規/既存 既存

一般会計/特別会計
（特会の場合には名称も記載）

関連する
基金シート番号

貸付金

復興庁―０４５

アウトプット指標
（進捗指標）

岩手県、岩手県山田町、岩手県大槌町、岩手県大船渡市、岩手県陸前高田市、宮城県、宮城県登米市

（文部科学省における進捗状況）
・平成26年6月末時点の補助（負担）金の交付決定率は５０％。
（補助事業者における進捗状況）
・民間企業等との契約等を済ませた地方公共団体割合１００％。（災害復旧事前着工制度により、交付決定前に契約可能。すべ
ての地方公共団体において何らかの契約は締結済）

平成25年度補正予算額 特別会計（東日本大震災復興特別会計）51.28億円

国 

地方公共団体 

民間企業等 

交付決定 
（平成２６年２月６日） 

契約手続等 

（平成２５年７月２４日） 

※災害復旧事前着工制度により、交付決定前に契約可能 
 


